



















































































































の 52.7%が日本に送金し、その総額 27万 731円は当時の県予算歳出




















































































































































































































































































































































































































































































































































なった。土地代金は 1町歩 60ミルレース、7ヵ年の年賦払い（年 6分）であっ
た。黒瀬郁二『東洋拓殖会社　日本帝国主義とアジア太平洋』日本経済評論社、
2003年、209－ 210頁。
40　　契約労働移民に対し、自営独立を目指す移民は企業移民とも呼ばれていた。
41　　横山源之助「仏魂商服の奇傑山県と水野」『商業界』　第 13巻第 4号、1910年、
『横山源之助全集　第 8巻　殖民 2』法政大学出版会、2005年、329頁。加えて、
ブラジルではコーヒー暴落があり、同社は契約廃棄された。
42　　木村健二「京浜銀行の成立と崩壊　近代日本移民史の一側面」『金融経済』
214号、日本評論社、1985年。
43　　間宮 a前掲論文。
44　　石川友紀『日本移民の地理学的研究』榕樹書林、1997年、200頁。
45　　児玉前掲書、261頁。
46　　同文書は広島県立文書館所蔵「広島県史料所在目録　加茂郡一」に収録され
ている。
47　　児玉前掲書、292－ 293・314－ 315頁。
48　　『広島県移住史　通史編』106－ 110頁。
49　　『同上書　資料編』444頁。
50　　『日本帝国主義下の満州移民』龍渓書房、1976年、4頁。
51　　「満州国」は国際的に承認された国家ではないが、日本では「満州」として
知られており本稿でも「満州」を使用する。
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52　　浅田喬二「満州農業移民の立案過程」『日本帝国主義下の満州移民』龍渓書房、
1976年、6－ 12頁。
53　　加藤完治を中心に那須皓（東大）、橋本伝左衛門（京大）らのグループが、
関東軍・拓務省・大蔵省等で活発に活動した。同上論文、25頁。
54　　『広島県移住史　通史編』486頁。
55　　浅田前掲論文、6－ 43頁。
56　　浅田前掲論文、31－ 33頁。
57　　1936年の方針で、その後確固不動となった。浅田前掲論文、48頁。
58　　面積の差は米作・畑作中心による。営農方針は自給自足主義、自作農主義、
農牧混同主義、共同経営主義等が掲げられた。浅田前掲論文、21－ 22頁。
59　　平賀明彦『戦前日本農業政策史の研究　1920－ 1945』日本経済評論社、2003
年、13－ 14頁。
60　　浅田前掲論文、41頁。
61　　『広島県移住史　通史編』487頁。
62　　割当て等による強制がなかったというだけで、村・部落内で暗黙の力が働い
ていたと考えられる。
63　　同上書、488頁。
64　　君島和彦「満州農業移民関係機関の設立と活動状況　満州拓殖会社と満州拓
殖公社を中心に」『日本帝国主義下の満州移民』龍渓書房、1976年。
65　　柚木駿一「農村経済更生計画と分村移民計画の展開過程」『日本帝国主義下
の満州移民』龍渓書房、1976年、297頁。
66　　同上論文、264－ 271頁。
67　　同上論文、285・290頁。
68　　「特別助成村ノ経済更生計画樹立上留意スベキ事項」柚木同上論文、292頁。
69　　同上論文、298頁。
70　　森武麿『戦時日本農村社会の研究』東京大学出版会、1999年、24頁。
71　　満洲開拓史刊行会編『満州開拓史』1966年、205頁。
72　　安孫子麟「「満州」移民政策における分村送出方式の意義」『季刊中国』
No76、2004年、38－ 43頁。南郷村の指導者松川五郎は加藤完治の影響を受
け満州へ送出先を変更した。
73　　荒川幾男「国防国家の思想と大東亜共栄圏の問題」古田光・作田啓一・生松
敬三『近代日本社会思想史Ⅱ』有斐城閣 1971年、188－ 195頁。
74　　高橋泰隆「日本ファシズムと満州分村移民の展開」『日本帝国主義下の満州
移民』龍渓書房、1976年。
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75　　同上論文、332－ 334頁。
76　　同上論文、341頁。
77　　飯田市歴史研究所編『満州移民　飯田下伊那からのメッセージ』現代資料出
版、2007年、ⅳ、40、44頁。
78　　高橋前掲論文、115-116頁。
79　　拙稿前掲論文。
80　　浅田前掲論文、99－ 103頁。
81　　小平権一「農村経済更生運動を検討し標準農村確立運動に及ぶ」1948年、92
頁。
82　　「川口部落議会議事録」1944年 1月 26日付、「満州国大十二次集団　万山十
川開拓団資料集」1981年、序。
83　　辻小太郎（1951年 5000家族申請）がアマゾンへ、松原安太郎（1952年 4000
家族申請）がブラジル中部への移民申請をブラジル政府と直接交渉し、移住
再開に繋がった。（外務省領事移住部『わが国民の海外発展　移住百年の歩み
（本編）』、1971年、180頁）以降、パラグアイ（1954年）、ボリビア（1954年）、
アルゼンチン（1957年）への送出が許可された。
84　　1948年に日伯経済文化協会（会長降旗徳弥衆議院議員）、1950年に海外渡航
技術者連盟（総裁苫米地義三衆議院議員）と海外移住促進協議会（会長石川
一郎経団連会長）、1952年に海外移住中央協会（会長石橋湛山衆議院議員）
が設立された。1954年に統廃合され最大の移住機関となる日本海外協会連合
会が設立された。
85　　海外協会の会長は知事が就任しており、その事務所も県庁内の移住担当部署
に置かれていることが多かったと思われる。
86　　大正町所蔵資料による。
87　　1956年に広島県沼隈郡沼隈町（現福山市沼隈）、1957年に高知県幡多郡大正
町（現四万十町大正）や、1960年に愛媛県上浮穴郡久万町（現上浮穴郡久万
高原町）等で「町ぐるみ」移住がおこなわれた。
88　　例えば先遣隊と本隊に別れて出発したこと、団長という名称や、団員を幾つ
かの班に分け各班が単位となり活動したこと等。
89　　長谷川隼人「岸内閣の対外経済戦略におけるラテン・アメリカ　日本人海外
移民政策を利用した対中南米外交の模索」『一橋法学』9（1）、2010年。
90　　「海外農業移住事業の概況　附農村青壮年海外派遣事業　農村労務者米国派
遣事業」農林省振興局拓殖課、1958年、21－ 22頁。
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